
 

 

 

 

 

 
新組織の発足に向けた業務改革（１２０項目） 
の具体的な取組状況について 
 

 

２００６年２月２０日 



項目 実施時期 区分 取組状況（平成１８年１月末現在） 参考データ

1

①「長官への手紙・長
官へのメール」の実
施

１６年１０月～ 着手済

○平成１６年１０月から、より利用者の視点に立ったサービスを展開するた
め、社会保険庁ホームページ等において、社会保険庁や社会保険事務所に
おける業務やサービスに対するご意見・ご提案を「長官へのメール」や「長官
への手紙」として受け付ける仕組みを整備。

○寄せられたご意見等への対応については、社会保険庁ホームページに定
期的に公表。

（平成１８年１月末現在）
長官への手紙　　　　３６６件
長官へのメール　６，６４７件

2
②国民の声報告体制
の整備

１６年１０月～ 着手済

○平成１６年１０月から、様々な経路で寄せられるご意見・ご批判を基に、
サービスの改善・充実を図るため、「国民の声対応報告制度」を整備。社会保
険事務所、地方社会保険事務局、社会保険業務センター及び本庁の窓口に
苦情等対応責任者を設置するとともに、「国民の声対応票」を作成し、苦情処
理の進捗状況を管理。

○平成１６年１２月、「社会保険庁職員行動規範」の策定にあわせて、全職員
に対し、苦情等への対応マニュアルとして、「接遇マニュアル」を配布。

（平成１８年１月末現在）
国民の声対応票作成
　　　　　　　１，３３１件

3
③社会保険庁ホーム
ページの充実

１６年１０月～ 着手済

○社会保険庁ホームページのトップページに「社会保険庁の改革」のコー
ナーを設け、改革の進捗状況や社会保険新組織の実現に向けた有識者会議
及び社会保険事業運営評議会等における議事内容を随時掲載。

○平成１６年１２月、全ての地方社会保険事務局にホームページを開設し、管
内の社会保険事務所等の案内とともに、出張相談、休日相談・相談時間延長
のお知らせ及び社会保険事務所ごとの相談の混雑状況等を掲載。

　１－１　お客様の声に対応したサービスの改善

Ⅰ．国民サービスの向上　～「行政サービスのトップランナー」を目指した取組を推進～



項目 実施時期 区分 取組状況（平成１８年１月末現在） 参考データ

4

④社会保険事務局へ
のサービス改善協議
会の設置

１７年７月～ 着手済

○平成１７年７月、利用者等の意見を基に、地域の実情に即したサービスの
提供を図るため、全国の地方社会保険事務局ごとに、学識経験者、マスコミ
関係者、労働団体関係者、事業主、社会保険労務士等、サービス利用者及
び保険料負担者の代表から成る「サービス改善協議会」を設置。

○各社会保険事務局においてこれまでに概ね２回開催されており、社会保険
庁改革の動向等について、広く地域の方々に情報提供を行うとともに、提供
されるサービスに対する利用者等の意見を基に、サービスの改善・充実に向
けた取組に関する意見交換を実施。

5

⑤定期的な「お客様
満足度アンケート」の
実施

１７年度～ 着手済

○第1回調査（平成１７年３月）の実施後、平成１７年度から、全国の社会保険
事務所への来訪者を対象として、７月及び１月の定期的な満足度調査（無記
名方式、５段階評価）を実施。

○昨年７月の集計結果については、社会保険庁ホームページに公表。

　　　（平成17年7月調査）
　　　　配布枚数；46,199枚
　　　　回収枚数；39,895枚
　　　　回収率；86.4％
　　　　全体としての満足度；
　　　　年金相談窓口 89％
　　　　総合相談窓口等 83％
　　　　（「やや満足」以上の回答者の割合）

　
　　　（平成18年1月調査）
　　　　実施日　1月11日
　　　　集計・分析中

6

⑥民間調査機関によ
る窓口サービス実態
調査の実施

１８年度～
ー

○「お客様満足度アンケート」調査の結果を客観的に評価するとともに、利用
者から見た社会保険事務所等の窓口施設等の実態を把握するため、民間調
査機関による窓口接遇状況等のサービスに関する実態調査について、平成
１８年度の実施に向け検討を行う。

○なお、平成１８年度は、原則として４７社会保険事務所（各社会保険事務局
管内の1事務所）を対象として実施する予定。



項目 実施時期 区分 取組状況（平成１８年１月末現在） 参考データ

7

⑦各種通知書等に関
するモニター調査の
実施

１８年度～ ー
○発送件数及び照会件数等の多いものから優先的に見直しを実施している
が、平成１８年度から、消費生活アドバイザーなど第三者によるモニター制度
を活用し、より利用者の視点に立った見直しを推進。

8

⑧サービス向上を推
進するための本庁の
体制強化

１８年度～ ー
○平成１８年度から、国民の皆様からのご意見・ご要望を事業運営に的確に
反映させるための体制整備を予定。



項目 実施時期 区分 取組状況（平成１８年１月末現在） 参考データ

9
①年金相談の時間延
長・休日相談の実施

１６年度～
段階的に実施

着手済

○社会保険事務所等において、年金相談の充実を図るため、次の取組を実
施。
　・平成１６年７月から、昼休み時間帯における年金相談実施を徹底。
　・平成１６年１２月から、毎週月曜日に相談受付時間を午後７時まで延長。
　・平成１７年度から、毎月第２土曜日に休日相談を実施。

10

②年金相談センター
の増設及び地域ニー
ズに応じた移転・廃止

１６年度～ 着手済

○年金相談センターについては、平成１６年度に２カ所増設する一方、４カ所
の移転、２カ所の廃止を実施。平成１７年度においても、これまでにそれぞれ
１カ所の新設及び廃止を行ったところであり、引き続き、地域のニーズに対応
した配置見直しを実施。

（平成１８年１月末現在）
年金相談センター
　　　　　　７１カ所

11
③年金電話相談セン
ターの拡充

１６年度～ 着手済
○平成１６年度において、社会保険事務所等に行かなくても年金相談が可能
となるように年金電話相談センターを１０カ所から２３カ所へ増設。

（平成１８年１月末現在）
年金電話相談センター
　　　　　　　　　２３カ所

12
④年金相談に関する
バリアフリー化の推進

随時 着手済

○平成１７年度から、全国の社会保険事務所において、
① 手すりの設置
② 障害者用トイレ・スロープの設置
③ 相談窓口への老眼鏡の備付
を順次実施し、相談窓口のバリアフリー化を推進。

○併せて、平成１７年４月から、耳が不自由な方が相談しやすい環境を整備
するため、ファクシミリによる年金相談を実施。

　１－２　年金相談体制の充実



項目 実施時期 区分 取組状況（平成１８年１月末現在） 参考データ

13

⑤市庁舎等を活用し
た年金相談事業の検
討

１７年度～ 検討中

○社会保険事務所の配置状況や地域のニーズを考慮し、社会保険事務所が
設置されていない市町村の庁舎に職員を派遣し、出張相談を実施。

○ハローワークの庁舎を活用した出張相談の実施について検討中。

14

⑥社会保険事務所に
おける総合相談室の
拡充

１６年度～ 着手済
○社会保険事務所来訪者へのサービス向上を図るため、全国の社会保険事
務所において総合相談室の設置を推進。平成１８年４月までに全ての社会保
険事務所に総合相談室を設置することとしている。

（平成１８年１月末現在）
総合相談室

２６５社会保険事務所に設置

15

⑦中央年金相談室の
電話相談ブースの大
幅拡充及び年金電話
相談センターとのネッ
トワーク化

１７年度～ 着手済

○社会保険業務センター中央年金相談室の電話相談ブースについては、平
成１７年８月から段階的に拡充し、平成１７年１０月から１８０席体制に拡充。

○併せて、平成１７年１０月３１日から、中央年金相談室と全国２３か所の年
金電話相談センターをネットワークで結び、全国共通の電話番号による「ねん
きんダイヤル」を実施。

中央年金相談室
電話相談ブース

５６席（平成１６年度末）
↓

１８０席（平成１８年１月末現在）

応答率
２０．５％（平成１６年度平均）

↓
６２．９％（１７年１０月平均）
７３．１％（１７年１１月平均）
９１．３％（１７年１２月平均）

16

⑧年金電話相談セン
ターの集約化及び総
合コールセンターの
整備

１９年度～ ー
○社会保険業務センター中央年金相談室及び年金電話相談センターの集約
化に当たっては、社会保険オンラインシステムの 適化計画（案）における中
央年金相談室の移転時期を踏まえ、平成１９年度からの順次実施を検討中。



項目 実施時期 区分 取組状況（平成１８年１月末現在） 参考データ

17
①通知書等の見直し
及び様式の統一化

～１８年度 着手済

○発送件数及び照会件数等の多いものから優先的に見直しを実施している
が、平成１８年度から、消費生活アドバイザーなど第三者によるモニター制度
を活用し、より利用者の視点に立った見直しを推進。

○様式及び添付書類の統一化については、主として、全国共通の「業務マ
ニュアル」の作成作業とともに推進し、平成１８年１０月から新様式への統一
化を図る予定。

○なお、市町村経由の届出である国民年金の適用、保険料関係届書等につ
いては、既に市町村において住民異動届との統合等が推進されており、全て
の届出の統一化は困難なことから、可能なものについて統一化を図るととも
に、市町村からの報告様式の統一化についても検討。

　　　　（見直し対象の通知書）
　　　　・被保険者関係３３種類
　　　　　　（１５種類実施済み）

　　　　・受給者関係５６種類
　　　　　　（実施済み）

18

①年金見込額試算の
対象年齢引き下げ（５
５歳以上→５０歳以
上）

１８年３月～ 検討中
○現在、年金見込額試算の対象者の拡大（55歳以上の方→50歳以上の方）
に向け、社会保険業務センターにおいてシステム開発を行っており、平成１８
年３月下旬から実施予定。

19
②裁定請求書の事前
送付

１７年１０月～ 着手済

○平成１７年１０月３日から、以下の事前送付サービスを開始。
・老齢基礎年金の受給資格を満たしている方については、年金加入記録等

をあらかじめ記載した裁定請求書を６０歳又は６５歳到達の３か月前に送付
・６０歳以後に受給権が発生する方には「裁定請求のご案内」を、受給資格

が確認できない方には「年金加入期間の確認のご案内」をそれぞれ６０歳到
達３か月前に送付

（平成１７年１０月～１８年１月までの送付件
数）

「裁定請求書（ターンアラウンド用）」
　　　　　　　　　　３８５，１７７件

「裁定請求の案内（はがき）」
　　　　 　　　　　　 ７０，２９６件

「年金加入期間の確認のご案内（はがき）」
　　　　　　　　　　 ６７，３６９件

　１－３　各種通知書類の見直し

　１－４　年金個人情報の提供の充実



項目 実施時期 区分 取組状況（平成１８年１月末現在） 参考データ

20 ③中間点通知の導入 １８年度～ ー

21 ④ポイント制の導入 ２０年４月～ ー

22

⑤インターネットによ
る年金個人情報の即
時提供

１８年３月～ 検討中
○年金加入状況の即時提供については、平成１８年３月末からサービスを開
始する予定であり、また、年金見込額の即時提供についても実施に向け検討
中。

23
①年金相談員のスキ
ル別研修等の実施

１７年１０月～ 着手済

○平成１７年１０月、年金相談担当者のレベルの統一化・向上を図るため、
「年金相談マニュアル」を作成。併せて、平成１８年度から、社会保険大学校
における社会保険相談指導員研修について、相談担当者のレベル別の研修
へ改編を行う予定。

24

②社会保険労務士等
に対する年金相談研
修の実施

１８年３月～ 検討中

○民間における年金相談を促進するため、社会保険労務士を対象とした研
修を平成１８年３月に実施することを予定しており、また、ファイナンシャルプラ
ンナーに対する研修についても、社労士に対する研修結果の評価を踏まえ、
平成１８年秋を目途に実施予定。

○平成１６年３月から、年金受給が近づいた５８歳到達者に対して、被保険者
記録の通知を実施。

○３５歳到達者に対する年金加入状況通知の導入に向け、通知に記載すべ
き内容等を検討の上、平成１８年４月よりシステム開発を行う予定。

○平成２０年４月からのポイント制の導入に向けて基本方針を検討中。

　１－５　年金相談業務の質の向上



項目 実施時期 区分 取組状況（平成１８年１月末現在） 参考データ

25

①年金個人情報の提
供による加入記録整
備の推進

１８年３月～ 検討中

○平成１８年３月から、社会保険業務センター記録管理部に専門チームを設
置し、これまで受給要件が確認できなかったために送付を行ってこなかった
方について、新たに５８歳到達時に年金個人情報の通知を送付し、本人によ
る記録確認の機会を提供すること等により、年金加入記録の整備の推進を図
る予定。

26

②市町村との連携に
よる、対象市町村内
の被保険者の加入記
録整備

１７年１０月～ 着手済

○平成１７年９月から一定地域（対象町村 ３８町村）の被保険者（対象被保
険者 １２０，０２０人）を対象に年金加入記録の整備を行った上で、年金加入
記録通知及び当該事業に関するアンケートを送付し、現在、実施社会保険事
務所においてアンケートを回収中。

27

③住民基本台帳ネッ
トワークを活用した被
保険者等の記録管理
の推進の検討

１８年度～ ー

○被保険者等へのサービスの向上、事務処理の効率化等を図る観点から、
住民基本台帳ネットワークシステムを活用し、以下の取組を推進。
　 ①平成１８年度より、年金受給者の現況届の提出を省略。
　 ②併せて、３４歳到達者情報の入手による未加入者の把握・適用勧奨
　　（平成１８年度中に開始）や、国民年金・厚生年金の被保険者等の氏名・
　　住所変更届の省略（平成２３年４月～）の実施に向け、関係法律の改正
　　を行う予定。

　１－６　被保険者及び年金受給者の記録管理の徹底



項目 実施時期 区分 取組状況（平成１８年１月末現在） 参考データ

28

① 「 サ ー ビ ス ス タ ン
ダード」の達成状況の
把握・公表及び問題
点の改善

１８年５月～ ー

○平成１７年度から新たに設定された「サービススタンダード」の達成状況を
把握・公表することとし、平成１７年度の達成状況については、平成１８年５月
に公表予定。

○併せて、「サービススタンダード」の達成を図る上での事務処理上の問題点
については、改善に向けた対策を徹底することとしている。

29
②年金裁定の処理日
数の短縮

１７年度～ 検討中
○５８歳到達者に対する被保険者記録の通知、裁定請求書の事前送付の徹
底により、裁定処理日数の短縮を図ることとしている。（請求書の事前送付対
象者の裁定請求手続は、平成１８年１月から開始）

30

③障害年金の事務処
理方法の見直しの検
討

１７年度～ 検討中

○障害基礎年金の障害認定及び裁定業務について、事務処理の標準化、審
査の迅速化を図る観点から、事務処理体制の見直しについて検討することと
している。

○また、全国的に統一された障害年金に係る裁定業務マニュアルや認定マ
ニュアルを作成し、業務品質の標準化を図ることについても併せて検討中。

　１－７　事務処理の迅速化



項目 実施時期 区分 取組状況（平成１８年１月末現在） 参考データ

31
①全国統一の業務マ
ニュアルの作成

１７年度～ 検討中

○申請書の審査、添付書類の確認等の業務については、これまで各地方社
会保険事務局独自の業務マニュアルに基づいて処理されてきたことから、全
国統一の業務マニュアルの作成により、業務品質の標準化を図ることとして
いる。

○平成１７年度中に業務マニュアル作成の上、平成１８年度前半に職員研修
等の実施により徹底を図り、平成１８年１０月からマニュアル使用を開始予
定。

32
②業務ノウハウの共
有化

１８年度～ ー
○平成１８年度から、社会保険庁ＬＡＮ等の活用により、第一線職員が蓄積し
てきた優れた業務ノウハウ等の情報の共有化を検討。

33

③業務品質の向上を
図るための本庁の体
制強化

１８年度～ ー
○平成１８年度から、業務マニュアルの整備等の取組を推進するための体制
整備を予定。

　１－８　事務処理の標準化



項目 実施時期 区分 取組状況（平成１８年１月末現在） 参考データ

34
①外部委託のブロッ
ク単位への集約化

１７年度～ 着手済

○モデル事業として、富山、石川、福井の３事務局をブロック単位として、以
下の業務の外部委託契約を集約化。
　・健康保険・厚生年金保険適用関係届書の磁気媒体化（平成１７年６月～）
　・健康保険・厚生年金保険被保険者情報等のＦＤ収録等（平成１７年６月～）
　・国民年金保険料電話納付督励（平成１７年５月～）

○また、平成１８年度の外部委託契約に関し、「健保・厚年適用関係届書の
磁気媒体化」の委託業務については、可能な範囲で隣接する社会保険事務
局等で小ブロック化を図り、一括して入札にかけることとしている。

35
②入力委託対象届書
の拡大

１７年度～ 着手済
○平成１７年１０月から健保給付関係１９届書及び年金給付関係５８届書につ
いて、順次、１５道府県において外部委託のモデル事業を開始し、１８年度に
は全国的に外部委託を実施する予定。

36

③市町村経由の届書
の磁気媒体による受
付の検討

１７年度～ 着手済

○現在、市町村における国民年金関係の届書等の電算処理の状況につい
て、報告の取りまとめを行っているところであり、その結果を踏まえ、磁気媒体
による具体的な処理方法の在り方及び費用対効果等について検討を進めて
いくこととしている。

37

④健保・厚年の適用
関係届書の磁気媒体
化の推進

１７年度～ 検討中

○平成１８年２月に首都圏の４都県の適用事業所約６，０００社に対し、電子
申請・磁気媒体での届出に関する問題点等に関するアンケート調査を実施
し、平成１８年度は、その結果を踏まえ、電子申請等に係る必要な見直しや広
報を行い、電子申請等の促進を図ることとしている。

　１－９　事務処理の効率化



項目 実施時期 区分 取組状況（平成１８年１月末現在） 参考データ

38
①人員配置の地域間
格差の是正

１７年度～ 着手済
○業務量の地域間格差を是正し、社会保険事務局や社会保険事務所におけ
る人員配置が業務量に応じた適切なものとなるよう、１７年度から、段階的な
配置見直しに着手。

39

②首都圏における事
務所の統合・分割等
を実施

１８年度～ ー

○平成１８年度においては、管轄地域の人口が１００万人を超える社会保険
事務所が存在する地域のうち、埼玉県南部、千葉県北西部、東京都多摩地
区に３事務所を新設するとともに、東京２３区内の３事務所について廃止・統
合を行う予定。

40

③事務所の配置の全
国的見直しの検討・
実施

２０年度～ ー
○平成２０年度の新組織発足に併せて、地域間のアンバランスを是正するた
め、事務所の配置に関する全国的な見直しを順次実施する予定。

41

④首都圏内の都県へ
の国民年金照会専用
電話の設置

１７年１０月～ 着手済
○首都圏において、国民年金被保険者の約３分の１を抱えている状況を踏ま
え、平成１７年１０月から事務局単位で順次体制を整備し、国民年金照会電
話に対する効率的かつ迅速な対応を図っている。

　１－１０　社会保険事務所の配置等の見直し



項目 実施時期 区分 取組状況（平成１８年１月末現在） 参考データ

42

①政府管掌健康保険
におけるレセプト点検
の効果的な改善手法
の検討

１７年度～ 着手済

○平成１７年１２月から本年１月にかけて、レセプト点検の民間委託による効
果等を中心に健保組合における取組状況等について、複数の健康保険組合
等からヒアリングを実施したところであり、今後、ヒアリング結果及びレセプト
の電子化の実施状況等を踏まえ、効果的なレセプト点検の方法について更に
検討を進める。

43
②健診受診者の拡大
等の保健事業の充実

１７年度～ 着手済

○健診受診者の利便性の向上を図るため、健診実施機関の増大を図り、平
成１７年度においては、全国で新たに１２８医療機関を健診機関として指定。

○また、平成１８年度予算案においても、一般健診費用について約１７億円増
として受診枠の拡大を図ったところ。

１，５２６機関（平成１６年度末）
↓

１，６５４機関（平成１８年１月末現在）

44
③被保険者への情報
提供の充実

１７年度～ 着手済

○平成１７年９月、定期的な被扶養者認定状況の確認（いわゆる検認）時に、
適用事業所を経由して全被保険者に対し、政管健保の事業内容を紹介する
リーフレットを送付したところであり、引き続き、毎年１回、全被保険者に対し、
同様のお知らせの送付を実施する予定。

45

④地域の実情に応じ
た効果的な保健事業
の推進

１７年度～ 着手済

○各地方社会保険事務局において実施するウォーキング大会等の体育事業
については、保険者協議会を通じ、他の保険者との共催により実施すること
を原則とするとともに、保険者協議会において、地域の医療費分析を行うな
ど、地域の実情に応じた保健事業を実施することとしている。

46

⑤ レ セ プ ト の 電 子
データでの受け取り
等の検討

１７年度～ 検討中

○審査支払機関から提供されるレセプトの画像の受入れ方法について検討
を進めるとともに、次期医療保険制度改正において、レセプトのオンライン請
求が義務化されることから、保険者にもオンラインによりレセプトが送付され
ることを踏まえたレセプト情報管理システムを構築することとしている。

　１－１１　政管健保公法人の設立を見据えた保険者機能の強化



項目 実施時期 区分 取組状況（平成１８年１月末現在） 参考データ

47

①社会保険委員に対
するリアルタイムな情
報提供

１８年度～ ー
○現在、平成１８年度からの実施に向けて、情報提供・情報交換の具体的な
方法等について検討中。

48

②本社における社会
保険の適用手続の周
知

１７年度～ 検討中

○本社で人事等を管理している職員については、当該職員が地方の支店等
に異動した場合であっても、引き続き、本社において社会保険の適用手続を
行えることを周知するため、平成１８年２月、地方社会保険事務局に対する通
知を発出するとともに、社会保険庁ホームページ等においても周知を行う予
定。

　１－１２　企業における社会保険事務の支援



項目 実施時期 区分 取組状況（平成１８年１月末現在） 参考データ

49
①各種情報提供の効
果的・効率的な実施

１６年度～ 着手済

○平成１６年度から、年金週間（１１月）及び年度末（２月）に実施している集
中広報（新聞等の複数の媒体を活用して行う広報）において、効果測定（①メ
ディア接触率、②政策・事業等の周知率、③理解率、④共感率といった広報
の効果を把握）を実施している。
○集中広報の実施に当たっては、より効果的・効率的な広報を実施するため
に、今までの効果測定の結果を踏まえて計画を立案している。

50
②中・高校生を対象と
した年金教育の拡充

随時 着手済

○各学校が協力しやすい環境作りのために、年金セミナーで使用する年金教
育副読本（平成１７年度版）の作成に当たっては、年金セミナーを行う年金広
報専門員の意見を取り込んだものとした。また、１時限のカリキュラムを割くこ
とができない学校に対して、年金教育副読本の概要をまとめたチラシを作成
して、短時間の年金セミナー開催の要請等を実施した。

（平成１６年度セミナー実施率）
２１．９％

↓
（平成１８年度目標）

２５％以上

51

③職員が、年金制度
の意義・役割を十分
に説明できるよう、職
員教育を徹底

１７年度～ 着手済

○平成１７年１０月から、一般職員研修（採用後３年目の職員全員を対象）に
おいて、年金制度の意義・役割についての理解を十分に深めるための研修カ
リキュラムを設定したところであり、平成１８年度からは、新規採用者研修に
おいても同様のカリキュラムを設定する予定。

　２－１　創意工夫を凝らした年金広報・教育の実施

Ⅱ．年金制度の周知徹底　～保険料を納得して納めていただくための取組を推進～



項目 実施時期 区分 取組状況（平成１８年１月末現在） 参考データ

52

④「総合カタログ」及
び「目的別パンフレッ
ト」の作成及び配布

１７年度～ 着手済

○平成１７年１１月に、「総合カタログ」（国民年金の実力、安心、メリットなど
の訴求ポイントをわかりやすく解説）と、「目的別パンフ」（被保険者の個々の
関心事項に対して解説）のパイロット版を作成して、各社会保険事務所へ配
布。

○平成１８年１月に、先に配布したパイロット版に対するお客さま等からの意
見を各社会保険事務局を通じて意見集約を行い、それを反映させた平成１７
年版の「総合カタログ」等を各社会保険事務局へ配布。窓口での制度説明や
国民年金推進員の戸別訪問の際に活用している。

53

⑤年金制度をわかり
やすく説明するネット
番組の配信及びキッ
ズページの作成

１８年度～ ー

○「年金ネット番組」（社会保険庁ホームページにおいて、年金制度をわかり
やすく解説した動画を配信）については、平成１８年４月から配信する予定と
しており、平成１８年１月から作成を開始した。なお、「キッズページ」の作成に
ついては、「年金ネット番組」の作成後に検討を開始することとしている。

54

⑥「年金被保険者の
しおり」の作成及び配
布

１９年度～ ー
○平成１９年度から年金手帳発送時に同封することを検討しており、平成１７
年度版の「総合カタログ」、「目的別パンフ」に対する意見を踏まえつつ作成す
る予定。

55

⑦地方社会保険事務
局主催の公開講座の
実施

１７年度～ 検討中

○年金制度の意義・役割とともに公的年金のメリット等に関し周知・啓発する
ための地方社会保険事務局主催の公開講座について、平成１７年度は、実
施体制が整った事務局で実施し、平成１８年度からは原則として全ての事務
局で実施することとしている。

（平成１７年度実施予定）

山口、埼玉、熊本（いずれも２月）

56
⑧大学生向けの年金
セミナーの開催

１７年度～ 検討中

○大学生に対する公的年金制度への参加意識の醸成を図るため、平成１７
年度中にモデル実施社会保険事務局を選定し、年金セミナーのモデル実施
を行い、その結果を踏まえながら、１８年度以降において全国展開を図ること
としている。

　　　　（平成１７年度実施予定）

　宮城（１月実施済）
　京都（今年度中実施に向け調整中）



項目 実施時期 区分 取組状況（平成１８年１月末現在） 参考データ

57

①国民年金の資格喪
失後、厚生年金への
加入の届出がない者
に対する通知

１８年度～ 着手済

○企業に就職したとして第１号被保険者の資格喪失の届出があった方につ
いて、一定期間（６ヶ月程度）を経過してもなお、企業から第２号被保険者の
届出がない場合、正確な届出が行われているか否かについて確認を促す通
知を行う仕組みを構築するため、現在、システム開発を進めている。

58

②ハローワークとの
連携による失業者へ
の種別変更の手続や
免除制度の周知徹底

１６年１０月～ 着手済

○企業からの離職により厚生年金の被保険者資格を喪失した場合に必要と
なる国民年金の種別変更手続の周知徹底を図るため、平成１６年１０月か
ら、ハローワークの協力を得て、雇用保険受給者に対する説明会等におい
て、国民年金の種別変更手続に関するお知らせ、種別変更届及び免除申請
書等の配布を開始するとともに、社会保険事務所の職員が直接出向いて、国
民年金の手続について説明を行っている。

59

③厚生年金脱退後、
国民年金への加入が
ない者についての職
権適用

１７年８月～ 着手済
○企業から離職した後、国民年金の届出がない方に対しては、平成１７年８
月より、届出勧奨後もなお届出を行わない場合、職権で適用を実施。

60

④満額受給の要件を
満たしていない者に
対する任意加入の勧
奨

１７年度～ 検討中

○年金受給権を有するが、満額受給の要件を満たしていない方を対象とし
て、５８歳到達時の「年金加入記録のお知らせ」の際、任意加入に伴う保険料
納付額及び受給年金の増加額を示すことにより任意加入を勧奨するものとし
て、実施時期を含め調整を進めている。

61
⑤追納勧奨対象者の
拡大

１７年８月～ 着手済

62
⑥追納勧奨状の送付
時期等の見直し

１７年８月～ 着手済

○平成１７年８月より、学生納付特例、若年者納付猶予の適用を受けた方を
新たに追納勧奨の対象者とした。

○併せて、追納勧奨状の送付時期についても見直しを行い、追納期限の直
前となる保険料免除期間から９年目の勧奨状の送付に加え、追納加算額の
上乗せが始まる前の保険料免除期間から２年目の方で、２号被保険者又は３
号被保険者に移行した方を新たに対象として実施。

　２－２　年金受給権等の確保のための取組の推進



項目 実施時期 区分 取組状況（平成１８年１月末現在） 参考データ

63

①未納者の属性に応
じた効率的な対策の
推進

１７年８月～ 着手済

○従来の収納対策に加え、所得情報を活用し未納者を所得階層に分類する
など、未納者の属性に応じた以下のような対策を実施。
　①免除対象者への免除勧奨を実施するとともに、免除申請手続を簡素化
　②一定所得以上層への強制徴収を実施するとともに、強制徴収の拡大
　　 及び徴収体制を強化
　③中間層への督励事蹟に基づく接触率などの質を重視した納付督励を
　　 実施

64

②首都圏における新
規未納者への対策の
先行実施

１７年１０月～ 着手済

○平成１７年８月より、首都圏において大量発生する新規未納者の属性に応
じて、納付督励に加え免除勧奨等の対策を、目黒（東京）及び横浜中社会保
険事務所（神奈川）においてモデル実施。
　①２０歳到達者への学生納付特例・若年者納付猶予等勧奨文書及び
     申請書を送付（未納解消率　約２７％）
　②２号及び３号からの移行者への申請免除の特例承認勧奨文書及び
     申請書等を送付（未納解消率　約４６％）
　③完納からの移行者への口座振替加入勧奨文書及び加入申出書等
　　 を送付（未納解消率　約７２％）

65
①年度別行動計画の
策定

１６年１０月～ 着手済
○平成１６年１０月、各社会保険事務所において、平成１９年度までの年度別
目標納付率（平成１９年度目標収納率８０％）及び平成１６年度中の具体的な
納付督励業務の行動目標を掲げた行動計画を策定。

　３－１　「新たな保険料徴収モデル」の展開

Ⅲ．保険料収納率の向上　～「国民年金保険料収納率８０％」を目指した取組を推進～

　３－２　年度別行動計画の策定



項目 実施時期 区分 取組状況（平成１８年１月末現在） 参考データ

66

②行動計画の達成状
況の検証及び次年度
の行動計画の策定

１７年度～ 着手済

○平成１７年１０月に、１７年度第１次行動計画（年度前半）の実施状況等を
踏まえ、年度後半に向けた行動計画（改定版）を策定した。

○改定版は、①一号被保険者の変動、②法律改正等による影響、③１６年度
の各納付督励ごとの効果、④所得情報の取得と強制徴収の拡大等の要素を
考慮し、策定したところである。

　　（１７年度行動計画達成状況）
　　　・１７年度目標納付率
　　　　　　　　　６９．５％
　　　・１７年１２月末現在の納付率
　　　　　　　　　６４．５％
　　　（対前年同期比　＋２．９％）



項目 実施時期 区分 取組状況（平成１８年１月末現在） 参考データ

67
①特別国民年金推進
員の活用

１６年４月～ 着手済

○特別国民年金推進員（社会保険事務所職員及び国民年金推進員が対応
し切れない地域の未納者に対し、戸別訪問による直接的な納付督励を行う非
常勤職員）について、平成１６年度は、総勢６２１人を配置し、収納対策の強
化を図った。平成１７年度は、国民年金推進員の増員を踏まえ、特別国民年
金推進員の配置について見直しを行い、４３８名を設置しているところである。

68

②所得情報の電子媒
体による取得及び要
員の増強による、強
制徴収の規模の段階
的な拡充

１７年度～ 着手済

○平成１７年８月より、市町村からの所得情報を電子媒体により提供を受ける
体制を整備するとともに、強制徴収のための要員の増強を図り、強制徴収の
規模を段階的に拡充することとしており、平成１７年度においては、１４万件を
対象に強制徴収を実施している。

（強制徴収の実施件数）
平成１５年度：　１万件
平成１６年度：　３万件
平成１７年度：１４万件
　　　　　　　　　（予定）

69

③国民年金推進員の
成果主義的な給与体
系の導入

１７年１０月～ 着手済
○平成１７年１０月から、国民年金推進員の活動意欲を喚起し、国民年金保
険料の収納実績の向上を図るため、全員一律の給与体系を改め、成果に応
じて支給される新給与体系を導入。

　○月額給与
　　　（平成１４年４月～）
　　全員一律の給与体系
 月額　１５５，０００円
　　　　　　　↓
　　　（平成１７年１０月～）
　　成果に応じた給与体系
月額　Ａ　１７６，０００円（上位１０％以内）
　　　　Ｂ　１６８，０００円（上位２５％以内）
　　　　Ｃ　１６０，０００円（上位４５％以内）
　　　　Ｄ　１５２，０００円（上位７５％以内）
　　　　Ｅ　１４４，０００円（上記以外）

　○賞与
　　（平成１４年４月～）
　　・期末給与　１．６月分
　　・勤勉給与　０．３月分（職員数の１割）
　　　　　　　　　  ０．１５月分（職員数の２割）
　　　　　　　↓
　　（平成１７年１２月～）
　　・期末給与　１．０月分
　　・勤勉給与　０．８月分（職員数の２割）
　　　　　　　　　  ０．４月分（職員数の４割）

70

④ 国 民 年 金 推 進 員
スーパーバイザーの
登用

１８年度～ ー
○国民年金推進員全体の質の向上を図るため、成績優秀な推進員を他の推
進員に対する指導・助言・管理等の役割を担うスーパーバイザーとして配置
することについて、その具体的役割、配置人数、給与等の検討を行う。

（国民年金推進員の増員）

平成１４年度：１，８５８人
↓

平成１７年度：３，１０８人

　３－３　強制徴収の拡大及び徴収体制の強化



項目 実施時期 区分 取組状況（平成１８年１月末現在） 参考データ

71

①コンビニ、インター
ネットバンキング等に
よる保険料納付

コンビニ納付：
　１６年２月～

インターネットバン
キング：

　１６年４月～

着手済

○平成１６年２月、被保険者の利便性の向上を図る観点から、コンビニエンス
ストアでの保険料納付を開始。

○平成１６年４月、マルチペイメント（電子納付）による保険料納付を開始し、
インターネット、携帯電話及びATMを活用した納付を可能にした。

・コンビニエンスストアでの
　納付状況

　納付件数　約４２９万件
　納付月数　約７０６万月
※１７年１１月は利用者が
　単月で５０万件を突破

・マルチペイメントによる
　納付状況

　利用件数　約１０万４千件

（平成１７年４月～１２月までの累計）

72
②若年者納付猶予制
度の導入

１７年４月～ 着手済
○平成１７年４月、３０歳未満の若年者について、同居する親の収入に関わり
なく本人及び配偶者の所得要件のみで保険料の納付を猶予し、１０年間は追
納できる「若年者納付猶予制度」を導入。

（若年者納付猶予者）
約２９万人（平成１７年１２月末現在）

73
③口座振替割引制度
の拡充

１７年４月～ 着手済

○従来から行っていた前納割引制度（1年分又は半年分を前納する場合につ
いて一定の割引をする制度）に加えて、平成１７年４月、口座振替割引制度
（月々の保険料について、口座振替を利用して通常よりも１ヶ月早く納付する
場合に一定の割引をする制度）を導入。

（口座振替利用率）

３７．０％ （平成１６年度末）
↓

３８．１％（平成17年12月末現在）

74
④多段階免除制度の
導入

１８年７月～ ー
○平成１８年７月から、現在の全額免除・半額免除に加え、所得に応じて、４
分の３または４分の１免除の段階を追加した「多段階免除制度」を導入するこ
ととしている。

75

⑤クレジットカードに
よる国民年金保険料
の納付

１８年度～ ー
○国民年金保険料の納付方法として、口座振替、納付委託（金融機関、コン
ビニなどに納付書を持参）に加え、クレジットカードによる保険料の定期納付
を可能とすることとする。

　３－４　保険料を納めやすい環境整備の推進



項目 実施時期 区分 取組状況（平成１８年１月末現在） 参考データ

76

⑥年度途中からの前
納を可能とする口座
振替制度の拡充

２０年度～ ー

77
⑦口座振替の自動再
開

２０年度～ ー

78
⑧口座振替の利用勧
奨の徹底

１８年２月～ 検討中

○平成１８年２月に、各社会保険事務所でのキャンペーン展開と併せて、社
会保険庁ホームページ、年度末の集中広報（新聞）等での広報等を実施。
・翌年度の保険料額・保険料の割引額の確定時期（２月）に合わせて、口座
振替での前納の有利さを周知し、口座振替の利用勧奨を徹底する。

○平成２０年度からの実施に向けて検討中であり、平成１８年度中に各金融
機関との事前調整を開始する予定。

・口座振替による前納は、４月から翌３月までの１年分の保険料、年度前半ま
たは年度後半の６ヶ月分の保険料を納付することが認められているが、年度
途中において、口座振替による前納の申し出があった場合において、年度途
中から翌３月までの前納を可能とする。
・口座振替により国民年金保険料を納付していた方が、第２号被保険者また
は第３号被保険者へ種別変更となり、再び第１号被保険者となった際に、自
動的に口座振替を再開することとし、保険料納付手続の簡素化を図る。



項目 実施時期 区分 取組状況（平成１８年１月末現在） 参考データ

79

①国年保険料収納事
業の市場化テストモ
デル事業の実施

１７年１０月～ 着手済

80

②市場化テストモデ
ル事業の全国展開に
向けた段階的な拡充

１８年度～ ー

81

③電話納付督励委託
契約への成功報酬等
の導入

１８年度～ ー

○平成１７年度から、電話納付督励業務の委託契約において、未納者との接
触率等についての数値目標や、それを達成できなかった場合には、具体的な
改善方策の報告義務を委託要領に盛り込むなど、委託業者の目標達成に向
けた努力を促す仕組みを導入。

○平成１８年度においては、電話納付督励業務の委託契約において、数値目
標の達成を促すため、成功報酬を導入。

（市場化テストモデル事業
実施箇所数）

平成１７年１０月～：５カ所
↓

平成１８年度：３５カ所

○国民年金保険料収納業務のうち、強制徴収及び免除勧奨を除く業務につ
いて、包括的に市場化テストのモデル事業として実施することとし、平成１７年
１０月より、全国５カ所の社会保険事務所において、市場化テストのモデル事
業を実施。

○１７年度のモデル事業の実施状況を踏まえ、より効果的な実施方法、委託
業者の成果に係るモニタリング方法を検討するとともに、１８年度は、モデル
事業の実施箇所数を拡大する。

○モデル事業終了後、今国会に提出された「公共サービス効率化法（市場化
テスト法）案」に基づく市場化テストを実施予定【平成１９年度～】

　３－５　民間委託の推進



項目 実施時期 区分 取組状況（平成１８年１月末現在） 参考データ

82

①全額免除対象者等
の免除申請手続の簡
素化

１８年７月～ ー

○平成１８年７月から、全額免除・若年者納付猶予を受けている被保険者に
ついて、あらかじめ申請しておくことにより、承認を受けた翌年度以降も、所得
要件を満たす場合には、毎年度、申請書を提出しなくても免除の承認を受け
られる仕組みを導入。

83
②法定免除該当者の
免除手続の省略

１８年度～ ー

○障害年金の受給者、生活保護に基づく生活扶助を受ける方など、国民年
金保険料納付の法定免除の適用を受ける方は、免除に係る届出が必要とさ
れている。

○法定免除該当者に対し、社会保険事務所が職権による法定免除手続を行
えるよう、福祉事務所等に対し、生活保護受給者等に関する情報の提供を求
めることを可能とすることとする。

　３－６　免除申請手続の簡素化



項目 実施時期 区分 取組状況（平成１８年１月末現在） 参考データ

84

①国民健康保険の保
険者である市町村と
の連携

１８年度～ ー

85

②市町村が他の公金
と併せて国民年金保
険料の収納等を実施
することを可能とする
方策の検討

１９年４月～ ー

86

③商工会を納付受託
者に指定し、受託商
工会での窓口収納等
を実施

１７年度～ 着手済
○平成１８年1月に国民年金法施行規則の改正（納付受託機関の追加）を
行ったところであり、現在、５ヶ所の商工会と契約手続きを進めており、３月か
ら業務開始の予定。

87

④国民健康保険組合
に対し、国民年金へ
の加入促進等につい
て協力を依頼

１７年度～ 着手済

○平成１７年６月、建設連合国保に対して、国民年金への加入及び口座振替
手続きの周知を要請したところである。

○今後、他の国保組合に対しても、国民年金への加入促進に関する協力依
頼を求めていく予定。

○国民健康保険の保険者である市町村との間で、国年と国保の被保険者資
格情報を相互に提供し、加入勧奨における連携を可能とすることにより、適用
の適正化を図ることとする。

○さらに、国民健康保険短期被保険者証の交付対象となった者が、市町村
の窓口で国民年金保険料を納付することができるよう、当該市町村を納付受
託機関として指定することについて検討中。

　３－７　市町村・各種団体との連携・強力



項目 実施時期 区分 取組状況（平成１８年１月末現在） 参考データ

88

①健保・厚年の未適
用事業所に対する重
点加入指導・職権適
用の順次拡大

１７年度～ 着手済

○平成１７年度から、重点加入指導の対象を従業員１５人以上の事業所に拡
大し、加入指導を重ねてもなお届出を行わない従業員２０人以上の事業所に
対しては、職権による適用を行うこととしており、１７年１２月末現在、延べ２，
３００事業所に対して重点加入指導を実施し、度重なる加入指導によっても届
出を行わない事業所に対しては、厳正な対応を図っていくこととしている。

○また、平成１８年度からは、重点加入指導の対象及び職権により適用する
対象の拡大を予定。（重点加入指導：従業員１０人以上の事業所、職権によ
る適用：従業員１５人以上の事業所）

　３－８　未適用事業所の適用の推進



項目 実施時期 区分 取組状況（平成１８年１月末現在） 参考データ

89

①労働保険との徴収
事務の一元化につい
て、可能なものから逐
次実現を図るととも
に、法律改正が必要
な事項については、
平成17年度中に結論
を得る

～１７年度 着手済

○事業主の事務負担の軽減等の観点から、法律改正が必要な事項について
検討を進め、
　 ①社会保険・労働保険徴収事務センターで受付を行っている社会保険の
　　　算定基礎届及び労働保険の年度更新の提出期限を７月１０日に統一化
　 ②社会保険及び労働保険における食事や住居などの現物給与の評価を
　　　都道府県単位で統一化
　 ③未適用事業所の解消のため、社会保険の規定を踏まえ、労働保険に
　　　ついても市町村等の官公署に事業所に関する情報提供を求めることを
　　　可能とすること
について、労働保険の保険料の徴収等に関する法律の改正を行う予定。

90

②労働保険との徴収
事務の一元化につい
て、平成18年度から、
以下の取組の実施を
検討
ア 双方の保険料を滞納してい
る事業所に係る納付督励につ
いて、社会保険の職員が実施
イ 双方の調査対象事業所に
係る共同調査について、労働
保険の職員が実施
ウ 徴収事務センターで受け付
ける労働保険の届出書の範囲
の拡大
エ 事業所説明会開催時期の
統一（３月又は４月に統一）

１８年度～ ー

○平成１８年度から社会保険・労働保険徴収事務センターにおいて以下の事
務を実施する予定。
　ア　双方の保険料を滞納している事業所に係る納付督励について、社会
    保険の職員が実施
　イ　双方の調査対象事業所に係る共同調査について、労働保険の職員が
    実施
　ウ　徴収事務センターで受け付ける労働保険の届出書の範囲について、
　　　インターネットによる一括申請（７グループ１９届出）が可能な届出に拡大
　エ　事業所説明会開催時期の統一

　３－９　労働保険との徴収事務の一元化



項目 実施時期 区分 取組状況（平成１８年１月末現在） 参考データ

91

①年金福祉施設整備
には新たに年金保険
料財源を投入しない

１６年度～ 着手済

92
②年金福祉施設等の
整理合理化

１７年１０月～ 着手済

93
③調達コスト削減目
標の設定

１７年３月～ 着手済
○平成１７年度の調達コスト削減目標として、物品等の購入、印刷物等の製
造、業務の外注等の役務に関する調達コストについて、調達計画額の１０％
以上の削減を目標値として設定し、その達成に努めているところである。

○年金福祉施設等については、「年金福祉施設等の見直しについて（合意）」
（平成１６年３月１０日与党年金制度改革協議会）等を踏まえ、今後は保険料
を投入しないとともに、年金資金等への損失を 小化するという考え方に立
ち、平成１７年１０月に設立された独立行政法人年金・健康保険福祉施設整
理機構において、地域医療への影響や入居者の生活等にも配慮しつつ、５年
間で整理合理化を行うこととしている。

　４－１　不適切な予算執行の排除

Ⅳ．予算執行の無駄の排除



項目 実施時期 区分 取組状況（平成１８年１月末現在） 参考データ

94

④監修料の受け取り
禁止等の厳格なルー
ルの遵守

１７年１月～ 着手済

○監修料については、今後、これを一切受け取らないとする厳格なルールを
定め、徹底するとともに、幹部職員をはじめ一定の地位にあったものが給与
の一部を自主的に返納し、組織としての反省の意を表したところである。

○また、監修作業を取りまとめ、出版社等から監修料を受領した行為は、利
害関係者からの金銭の受領を禁ずる国家公務員倫理規程に違反するという
国家公務員倫理審査会の見解が示されたことから、平成１７年１２月２２日、
各課の庶務班長等であった職員１９名に対し、戒告処分を行うとともに、監督
者１４名に対しても、同日付で厳重注意（文書）の処分を行ったところである。
　
○今後、このような問題で国民の信頼を損なうことのないよう、研修等により、
国家公務員倫理や職員の意識改革の徹底に努めている。



項目 実施時期 区分 取組状況（平成１８年１月末現在） 参考データ

95
①競争入札及び企画
競争の原則化

１６年８月～ 着手済

○平成１６年８月から、会計法令上、随意契約できる場合であっても、可能な限り競争
入札又は企画競争に付すことを基本原則とするとともに、一定金額以上等の調達案件
については、平成１６年１０月に社会保険庁本庁に設置した「調達委員会」、平成１７年
４月に各地方社会保険事務局に設置した「契約審査会」において、調達の必要性、数
量、契約方法等のチェックを行い、調達業務全般について競争性・透明性の確保を図っ
ている。

○また、平成１７年１月分の契約から、随意契約の透明性を確保するため、５００万円以
上の随意契約については、厚生労働副大臣へ事前報告を行い、さらに、１００万円以上
の随意契約については、平成１７年３月に社会保険庁本庁に設置した「随意契約審査
委員会」において、随意契約の妥当性を事後審査し、その結果をホームページに公表。

○なお、調達業務における競争性・透明性を確保するための取組を着実に実施するた
め、平成１７年度の調達に係る目標数値を設定し、その達成を目指しているところであ
る。

 （平成１７年度調達に係る目標数値）
　・随意契約件数について、一括調
　　達し競争入札に切替えること等
　　により、対前年度の２０％以上
　　を削減する。
　・100万円以上の契約件数のうち、
　　競争入札の件数が占める割合
　　を６０％以上とする。

96

②インターネットを活
用した予算・決算の
情報提供

１７年３月～ 着手済

○平成１７年３月から、社会保険庁ホームページ上に「予算・決算」の情報欄
を新たに設置し、平成１７年度予算及び平成１５年度決算について、わかりや
すい形で公表。

○「予算の主要事項」欄においては、社会保険庁改革の重点施策に係る予
算措置を説明するとともに、「図でみる予算の概要」欄においては、各特別会
計勘定別に歳入・歳出をわかりやすく円グラフ等を用いて説明。

○決算についても、同様に、各特別会計勘定別に歳入・歳出をわかりやすく
円グラフ等を用いて説明。

　４－２　予算執行の透明性の確保



項目 実施時期 区分 取組状況（平成１８年１月末現在） 参考データ

97 ①調達委員会の設置 １６年１０月～ 着手済

○平成１６年１０月、社会保険庁本庁に「調達委員会」を設置し、一定金額以
上等の調達案件について、調達の必要性、数量、契約方法等のチェックを行
い、調達業務における競争性・透明性の確保及び調達コストの縮減を図って
いるところであり、平成１８年１月までに２８回開催。
　
○地方庁においても、調達業務の適正化を図るため、各地方社会保険事務
局に「契約審査会」を設置し、一定金額以上等の調達案件について、調達の
必要性、数量、契約方法等のチェックを実施。

　　（平成１８年１月末現在）
　審査件数　　　　　３５０件
　コスト削減額　約８９億円（９％減）

98
②予算執行について
の内部監査の強化

１７年１月～ 着手済

○平成１７年１月、本庁総務部経理課内に会計事務に関する内部監査を専
門的に担当する「監査指導室」を設置。

○平成１７年度の会計監査は、全地方社会保険事務局を対象に、契約事務
と支払事務を担当する部署の相互牽制体制、随意契約の締結状況等につい
て重点的に実施。

○平成１８年１月末現在、全社会保険事務局を対象に会計監査を実施し、５９
事項に及ぶ指摘を行い、指摘を受けた事務局のみならず、他の事務局にお
いても自主点検を実施し、改善を講ずるよう指示することにより、適正な会計
処理の徹底を図っているところである。

　４－３　新たなチェックシステムの導入



項目 実施時期 区分 取組状況（平成１８年１月末現在） 参考データ

99
①執行結果の予算要
求への反映

１８年度予算要
求～

着手済

○平成１８年度予算から、適用、徴収、給付、システム業務に区分積算をした
上で予算要求を行うとともに、これまで毎年度要求を行う一方、実際には使用
されていなかった経費及び要求内容と異なる執行が行われていた経費等に
ついて見直しを徹底し、執行結果を適正に予算要求に反映させることとしてい
る。

100

①事業単位コードの
各業務のコスト管理
への活用

１７年度～ 着手済

○平成１６年度に設定した事業単位コードをもとに、平成１７年度から地方社
会保険事務局において適用、徴収、給付、相談等の各業務のコスト管理を行
う仕組みを導入したところであり、効率的に事業目標を達成するためのコスト
管理手法を検討することとしている。

101

①政府管掌健康保険
の分離、年金運営新
組織の設立を踏まえ
た特別会計の見直し

１９年度～ ー

○政管健保公法人の設立に伴う厚生保険特別会計健康勘定の見直しにつ
いては、１８年通常国会に提出された健康保険法等改正法案において必要な
措置を行うこととしている。

○一方、年金運営新組織の設立に伴う特別会計の見直しについては、「行政
改革の重要方針（平成１７年１２月２４日閣議決定）」において、「厚生保険特
別会計及び国民年金特別会計については、平成１９年度までに統合し、無駄
の排除を行うものとする」とされたところであり、平成１９年を目途に統合を実
施する予定。

　４－４　予算積算と決算との乖離の是正

　４－５　事業コストの管理・分析

　４－６　社会保険新組織にふさわしい特別会計の構築



項目 実施時期 区分 取組状況（平成１８年１月末現在） 参考データ

102

103

104

105

１７年度～

ー

着手済

１８年度～２２年
度

①平成17年度中に策
定する 適化計画に
基づき、以下の取組
を実施し、オンライン
システムの刷新を図
る
・サーバを中心とした柔軟性
のあるシステム構成への刷
新、コンピュータセンター（３
カ所）の機能統合などにより
システム運用経費を削減
・原則、一般競争入札による
調達、ハードウェア・ソフト
ウェアの分離調達などによ
り費用構造の透明性を確保
・システム部門の組織強化、
システム調達に関する専門
知識の共有、業務研修の充
実により管理運営機能を強
化
・バックアップセンターの設
置や個人情報保護対策など
により安全性・信頼性を確保

○社会保険オンラインシステムについては、政府全体のレガシーシステム見
直しの中で、平成１６年度に実施した刷新可能性調査の結果を踏まえ、平成
１７年度末までに 適化計画を策定し、平成１８年度から２２年度までの５年
間で見直しを実施することとしている。

○「社会保険業務の業務・システム 適化計画」については、平成１８年２月
にCIO補佐官等連絡会議に諮り、パブリックコメントを実施した上で、平成１８
年３月に厚生労働省情報政策会議で決定し、社会保険庁ホームページ等で
公表することとしている。

①個人情報保護の重
要性についての認識
が徹底された職場の
実現に向けた取組の
実施

106

○社会保険庁の職員が行った業務目的外閲覧行為については、平成１７年１
２月２７日付で業務目的外閲覧行為者等２，６９４人の処分を行い、併せて監
督者等５７９人の処分を行った。

○業務目的外閲覧の発生を受け、平成１８年１月に特別集中研修を全職員を
対象に実施し、改めて業務目的外閲覧の禁止の徹底を図ったところであり、
今後も個人情報保護の重要性についての認識が徹底されるよう、継続的に
実効性のある職員研修等の取組を行うこととしている。

　４－７　社会保険オンラインシステムの刷新

Ⅴ．個人情報保護の徹底



項目 実施時期 区分 取組状況（平成１８年１月末現在） 参考データ

107
①内部改善提案制度
の創設

１６年１０月～ 着手済

○平成１６年１０月、日々お客様に接し、サービスを行っている第一線の社会
保険事務所職員等からの改善提案を促進し、内部からの改革を積極的に進
めるため、「社会保険庁内部改善提案制度」を創設。

○社会保険庁ＬＡＮの全庁用掲示板に「改善提案等投稿コーナー」を開設し、
サービス向上や業務改善に向けた提案の投稿を募集。特に優れた提案につ
いては、長官表彰として顕彰するとともに、全国的な共有化を推進。

（平成１８年１月末現在）
改善提案件数　１，１５３件

108
②職員行動規範の策
定及び徹底

１６年１２月～ 着手済

○平成１６年１２月、職員が国民本位の行政サービスを遂行する意識を涵養すると
ともに、国家公務員としての倫理観を常に持つよう意識改革を図るため、
　①お客様第一
　②国民へのサービスの向上
　③安心と信頼
　④公平・公正
　⑤個人情報の保護
　⑥法令遵守・公務員倫理
　⑦コスト意識
に関する「社会保険庁職員行動規範」を策定。

○併せて、「窓口接遇マナー３箇条」、「電話接遇マナー３箇条」、「サービス３箇条」
を策定し、各職場において、お客様から見える場所に掲示し、その実施を徹底。

109

③能力主義・実績主
義に立った新たな人
事評価制度の導入

１７年１０月～
一定職以上を対
象に試行を実施

１８年度～
一定職以上を対
象に本格実施

１９年度～
全職員を対象に

本格実施

着手済
○新人事評価制度については、平成１７年１０月より、全国８ブロックで本庁
主催の研修を実施の上、社会保険事務所課長を含む一定職以上の職員を
対象に、制度の本格実施に向けた試行を実施している。

Ⅵ．意識改革の徹底



項目 実施時期 区分 取組状況（平成１８年１月末現在） 参考データ

110

④社会保険事務局・
事務所グランプリの
実施

１７年６月～ 着手済

○平成１７年６月から、各地方社会保険事務局及び社会保険事務所の業務
運営の積極的な取組を促進し、社会保険事業の推進・向上を図り、切磋琢磨
を促すため、「社会保険事務局・事務所グランプリ」を実施。

○社会保険庁ＬＡＮシステムの掲示板に主要な事業実績を定期的に公表す
るとともに、国民年金部門、健康保険・厚生年金保険部門、サービススタン
ダード部門の実績評価を行い、平成１７年度の実績に関する長官表彰につい
ては、平成１８年７月に実施予定。

（事業実績掲示板　掲載事項）

①適用処理状況に関するもの
　・健保・厚年の事業所調査に係る
　　実施状況、適用促進実施状況

②徴収状況に関するもの
　・健保・厚年の保険料収納率、
　　差押状況
　・国年の行動目標進捗状況、
　　強制徴収の実施状況

③サービススタンダードに関するもの
　・老齢基礎年金等の裁定請求に
　　係る平均処理日数等
　・傷病手当金、出産手当金等の
　　支給申請に係る平均処理日数等

111
⑤本庁と地方庁の人
事交流の拡大

１７年４月～ 着手済

○本庁と地方庁との人事交流については、平成１７年度の人事異動におい
て、出向先社会保険事務局数を３８事務局（１６１人）を４７事務局（１８４人）に
拡大する一方、地方庁職員の本庁配置数を３２人（２３事務局）を７６人（３９事
務局）に拡大し、全社会保険事務局との人事交流を推進。

112
⑥地方職員の本庁ポ
ストへの登用拡大

１７年１０月～ 着手済
○地方庁職員の本庁主要ポストへの登用拡大に関し、平成１７年１０月の人
事異動においては、２名の登用を実施。

113

⑦職員研修の体系及
びカリキュラムの抜本
的な見直し

１７年度～ 着手済

○平成１６年１１月から、優れたノウハウを持つ民間の講師を活用した実践的
な接遇研修を実施するとともに、高度な専門知識の習得やマネジメント能力
の強化等を図るため、研修体系及びカリキュラムの見直しを実施。

○平成１７年９月から、社会保険大学校の職員研修における事例研究の成
果を社会保険庁ＬＡＮに掲載することにより、業務改善等に資する情報の共
有化を図っている。

○さらに、外部有識者の参画による「社会保険研修向上研究会」（第１回会合
平成１８年２月７日開催）の御議論を踏まえ、引き続き、職員研修の見直し、
充実を図ることとしている。



項目 実施時期 区分 取組状況（平成１８年１月末現在） 参考データ

114

⑧集合研修への参加
が困難な職員を対象
とした通信研修の実
施

１７年度～ 着手済

115

⑨年金相談等の一定
の業務に携わる職員
を対象とした通信研
修の段階的な実施

１８年度～ ー

○平成１８年１月から、国民年金保険料の収納業務に係る通信研修を実施
し、担当職員の実務的な業務知識等のレベルアップを図るとともに、大学校
研修への参加が困難な者の受講機会を確保することとしている。

○平成１８年度からは、年金相談業務についても、同様に通信研修を実施予
定。



項目 実施時期 区分 取組状況（平成１８年１月末現在） 参考データ

116
①社会保険事業運営
評議会の設置

１６年９月～ 着手済

○平成１６年９月、社会保険庁長官の下に保険料拠出者、学識経験者等から
なる社会保険事業運営評議会を開催（平成１８年１月末現在、１０回開催）。

○社会保険庁の事業運営が適正かつ効率的に行われているかを外部の目
で検証していただき、同評議会における意見を社会保険庁が策定する社会
保険事業計画等に反映。

117

②経済界の協力によ
る顧問、プロジェクト
リーダー等の配置

１６年９月～ 着手済

○平成１６年９月から、民間の発想等を大胆に導入して改革を推進する観点
から、経済界の協力を得て、２名の 高顧問を迎えるとともに、社会保険庁内
に設置した「社会保険庁改革推進本部」において、システム改革、サービス向
上改革、保険料徴収改革の課題を担当する３名のプロジェクトリーダーをはじ
め、９名の民間出身職員を配置。

118

③内部通報制度の導
入及びコンプライアン
ス委員会の設置

１６年１０月～ 着手済

○平成１６年１０月に、社会保険庁職員の職務上の行為に関する法令遵守に
係る問題について、内部から早期発見及び早期対処するとともに、職員の法
令遵守の意識向上のための活動を推進するための仕組みとして、社会保険
庁に「社会保険庁法令遵守委員会」を設置。

○また、平成１７年２月に法令遵守委員会の下に、各組織毎に法令遵守推進
者を設置し、公務員倫理、個人情報保護をはじめ、関係法令等の法令遵守に
関する研修を行い、職員の法令遵守の意識向上のための活動を推進。

Ⅶ．組織内部の改革



項目 実施時期 区分 取組状況（平成１８年１月末現在） 参考データ

119
④社会保険事業計画
の見直し

１７年度～ 着手済

○社会保険事業計画は、厚生労働省が定める達成目標を踏まえ、毎年度策
定するものであり、平成１７年度から、実績評価の充実を図るため、事業目標
の設定に当たり、達成状況を可能な限り客観的に測定できるよう具体的な数
値目標を設定。

○社会保険事業計画の策定に当たっては、事業全般について保険料拠出者
や利用者の意見を反映させるため、社会保険事業運営評議会において計画
の内容を検討していただくこととしており、平成１８年度事業計画については、
平成１８年２月及び３月に開催する同評議会において検討を行う。

120

⑤年金の給付誤り等
の事例の適切かつ迅
速な公表

随時 着手済

○年金の給付誤り等については、まず、事象が明らかになった時点で速やか
に公表し、その後、件数や金額が確定した時点で改めて公表することを基本
方針としている。

○給付誤りの未然防止のための取組を徹底する一方、万一給付誤りが発生
した場合、早期発見・早期対応を可能にするため、疑わしい事例や受給者の
方からの問合せを収集し、速やかに対応し公表する年金給付のサーベイラン
ス・システムを構築するため、平成１７年６月、「社会保険オンラインシステム・
サーベイランス委員会」を社会保険業務センター内に設置。
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